
取締役常務執行役員 CSO

末松 正之

成長のポテンシャルを解き放ち、
新たな価値を創造します

三菱重工グループの持続的な成長を担う「成長

領域」の拡大に向けて取り組みが進んでいま

す。特に、拡大するデータセンター市場に対し

ては、M&Aも視野に入れながらビジネスの 

早期拡大を図ります。末松CSOが、当社グループ

の成長を実現するための戦略をご説明します。

CSOメッセージ

成長領域の最前線

Special Feature 01

17MITSUBISHI HEAVY INDUSTRIES GROUP  I  MHI REPORT 2025 Overview
Messages from 
Management Special Feature Business Strategies Governance

Sustainability &  

HR Strategies Performance Data



2024年度は過去最高の業績を達成

これまでの取り組みに手応え

2024年度は、受注高、売上収益、事業利益ともに過去最高の業

績を記録することができました。この結果は、私たちが長年にわた

り追求してきた収益力改善の取り組みが、ようやく実を結んだもの

と受け止めています。例えば、各SBUにおけるアフターサービス事

業の比率を高めることで収益力を強化する活動を、数年前から続

けてきました。こうした地道な努力が着実に成果を上げていること

に、確かな手応えを感じています。

2024事業計画で掲げる「ポートフォリオ経営の強化」も、最近に

なって取り組み始めたものではなく、事業ポートフォリオを最適化

するために行ってきたM&Aの事例は数多くあります。2024事業計

画では「伸長事業」「成長領域」「競争力強化事業」の3つの区分を打

ち出しましたが、今後もそれぞれの事業の時間軸や市場における

ポジションなどを考慮して、どのようにメリハリをつけていくかを

重視しながら、会社全体をより強くするための取り組みを継続して

いきます。

成長領域の最前線

データセンターの電源・冷却・制御をワンストップで提供

当社グループの持続的な成長を実現するため、業績を牽引する

ドライバーとなりうる「成長領域」の事業化に向けた取り組みを推

進しています。

データセンター関連では、北米を中心に生成AIの急速な普及を

背景としたデータセンターの増設が見込まれており、それに伴い電

源や冷却といった設備の需要も増加しています。当社グループは、

発電システムや冷却システムなどの機器において豊富な納入実績

と顧客からの信頼性を有していますが、これに制御や監視などのエ

ネルギーマネジメントのノウハウを加えることで、「ワンストップソ

リューション」を提供することを目指しています。お客様によって異

なるさまざまなニーズにワンストップで応えられるパートナーとし

て、機器単体の供給にとどまらず、その上位のレイヤーのプレー

ヤーになりたいと考えています。

そのための重要な布石が、2023年に買収した米国コンセント

リック社です。全米に顧客網を持つ電源ソリューションプロバイ

ダーである同社を核として、事業展開を本格化させています。2025

年5月には、世界最大の市場である米国のテキサス州ダラスに新た

な戦略・事業拠点を設立しました。この拠点を中心に、米国の業界

大手企業や先端テクノロジー企業との連携を図り、次世代製品の

開発を加速させます。引き続き積極的なM&Aも視野に入れながら

業容を拡大し、データセンター関連事業を数千億円規模のビジネ

スへと早期に成長させることを目指します。また、主な市場である

米国のみならず、日本や東南アジアにおいても、お客様の高度な要

求に応じられる体制を構築します。

もう一つの成長領域であるエナジートランジションについては、

社会実装が想定よりも遅れています。その課題は「経済性」であるこ

とが明らかになってきていますが、地球の未来のために脱炭素化の

取り組みが必要であることに変わりはありません。私たちは社会実

装に向けた課題解決のための技術開発を粘り強く続け、将来の

ニーズに備えておくことが大切だと考えています。

水素・アンモニアについては、製造から利用までのバリュー

チェーン全体で技術開発を進めています。ガスタービンにおける水

素の混焼や専焼、レシプロエンジンでの水素専焼など、利用技術は

実用レベルに近づいています。また、CCUS（CO2回収・貯留・利用）
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については、標準型のコンパクトな回収装置から、テーラーメード

の大型CO2回収プラントまで、需要に応じた幅広いラインアップを

準備しています。今日明日で成果が出るとは申し上げられません

が、10年かかるなどと悠長に構えることなく、お客様が投資判断を

しやすくなるような費用対効果に優れたソリューションをスピード

感をもってご提案していきます。

「伸長事業」であるGTCC（ガスタービン・コンバインドサイクル）、

防衛、原子力は、旺盛な需要を背景に、多くのご注文を頂いていま

す。この大きな期待に応えるため、生産能力の増強、人的リソースの

拡充、研究開発、サプライチェーンの強化などを積極的に進めてい

ます。伊藤社長が経営方針の中で掲げる「 Innovative Total 

Optimization」（ITO）の考え方に基づいて、リードタイムの短縮や

生産性の向上を徹底し、投資は必要にして十分な範囲で柔軟に行

います。

既存事業の収益力をさらに高める「事業競争力強化」の領域でも

取り組みを進めています。例えば、プラント・インフラドメインの製

函機（せいかんき）※事業では、コロナ禍を機に需要が拡大したAR

（拡張現実）技術を活用した遠隔メンテナンスサービスをサブスク

リプションモデルで提供するなど、デジタル技術を駆使したサービ

スの高度化を進めています。また、エナジードメインにおけるスチー

ムパワー事業では、長年かけて事業構造改革を断行し、アフター

サービスに特化した高収益事業への転換を果たしました。

※ 製函機：  段ボールシートを加工し、商品の梱包・輸送・保管に用いるための段ボール箱を製
造する機械

我々は成長モードにいる

「守り」に入らず、最大限の能力発揮を

経営が順調に進捗していることについてお話ししてきましたが、

企業の活動は、船が向かい風を受けながらも前に進む姿に似てい

ます。「リスクという風」は、その向きや強さを変えながら絶えず吹

き付け、私たちにプラスの影響もマイナスの影響ももたらします。

たとえて言えば、ヨットレースで勝利するためには、まず最新の

競技ルールを頭に入れた上で、天気予報や海図から風向きや地形

を正確に読み解かなければなりません。企業の活動も同様であり、

グローバルな政策動向を把握した上で、会社を取り巻くさまざま

な不確実性についての情報の収集・分析を怠らず、事業への影響を

早期に察知・予測して備えておくことが重要です。これにより、私た

ちは環境の変化を味方につけて前進していくことができると考え

ています。

本年4月に就任した伊藤社長は新たな方法論として「ITO」を打ち

出しました。これは、当社グループの有するポテンシャルを「全体最

適」の視点で引き出し、それぞれの事業が質と量の両面で「領域拡

大」することで大きなイノベーションを生み出す経営アプローチで

す。ITOの本質は、単なるコスト削減や効率化ではありません。各部

門に存在する知見や成功体験、あるいは失敗から得た教訓を組織

の壁を越えて共有し、連携することで、これまで想像もしなかった

ような新しい価値を創造できるはずです。

このITOを浸透させることも私の重要なミッションです。そのた

め、デジタルを活用した新しいメディアも使いながら、より分かりや

すく伝える努力をしていきます。基本動作に忠実に、しっかりと仕事

を進め、自分で自分の限界を設けることなく新しいことに挑戦し続

ければ、新たな価値の提供という大きな成功体験が得られるでしょ

う。社員の皆さんには、我々は成長モードにいるという認識を持っ

てもらい、楽しく仕事をしながら能力を最大限発揮してもらえる環

境を整えていきたいと考えています。

私はCSOとして、三菱重工グループが文字どおり成長のポテン

シャルを解き放ち、新たな価値を創造できるよう、全社をリードし

て企業価値の向上を実現させてまいります。
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